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第１章 総則 

1． 目的 

この計画は、災害対策基本法、及び大阪市防災・減災条例の趣旨に則り、大阪市、

及び大阪・梅田駅周辺地区の事業者がそれぞれの責任と役割を果たし、連携した大

阪・梅田駅周辺地区での混乱防止を図ることを目的とし、帰宅困難者対策を円滑に行

うための「大阪・梅田駅周辺地区の統一的な指針」として、本計画を策定するもので

ある。 

 

2． 用語の定義 

本計画で使用する用語について、次の通り定義する。  

 

用 語 定 義 

帰宅困難者 
災害が発生した場合において、公共交通機関の運行の停止

等により、徒歩で容易に帰宅することができない者 

情報提供拠点 
駅周辺等に滞留する屋外滞留者に、災害情報や交通情報等

を提供する場所 

一時滞在施設 帰宅困難者（屋外滞留者）を一時的に受け入れる施設 

屋内滞留者 
帰宅困難者のうち、各施設内にいる者（従業員等、来所者・

利用客、生徒・学生等）で、屋内に滞留する者 

屋外滞留者 帰宅困難者のうち、行き場がなく、屋外に滞留する者 
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3． 計画の位置付け 

・本計画は、災害の発生等により東日本大震災発災直後（H23.3.11）の首都圏と同

様、「壊滅的ではない共助による対応が可能な状況」、「全鉄道が運行停止し、振替輸

送がなく、一斉帰宅が生じてしまうような状況」での大阪・梅田駅周辺地区の混乱

防止を目的とし、災害発生から発災後の帰宅が可能となるまでの対応と、これらに

必要となる対策について策定する。 

・関係機関や事業者がそれぞれの役割を分担しながら、帰宅困難者対策に取り組むこ

ととする。 

・災害発生後に対応する段階を４つのフェーズに分け、帰宅困難者への対応としての

具体的な取り組み（６項目）と、本協議会での適用範囲との関係を整理すると次の

ように考えられ、フェーズ１（災害発生）からフェーズ４（帰宅行動）開始までを

本計画の対象範囲として位置付ける。 

 

 

表 計画の位置付け 

 

 フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４ 

状

況 
災害発生 避難行動 

避難場所または 

一時滞在施設へ到着 
帰宅行動 

対

応 
①一斉帰宅の抑制 

②一時滞在施設の確保 
⑤徒歩帰宅者への支援 

⑥帰宅困難者等の搬送 
③帰宅困難者への情報提供 

④駅周辺等における混乱防止 

適

応

範

囲 

    

 

 

 

 

 

  

「関西広域帰宅困難者対策ガイドライン」 (令和元年 9 月) 
 ・一斉帰宅抑制の周知、呼びかけ  ・ターミナル駅周辺における混乱防止  

 ・帰宅支援            ・帰宅困難者等への情報提供  

関西広域 

連合 

 

事業所における「一斉帰宅の抑制」対策ガイドライン (平成 30 年 9 月) 

「STOP‼災害時の一斉帰宅」チラシ・動画 (令和 2 年 3 月) 
大阪府 

大阪・梅田駅周辺地区帰宅困難

者対策協議会（大阪市） 

帰宅困難者対策計画  

帰宅困難者対策マニュアル  
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第２章 大阪・梅田駅周辺地区で対応する災害の想定 

1． 大阪・梅田駅周辺地区の現況 

1－1  対象エリア 

☑大阪・梅田駅周辺地区のエリア分け 

「駅前エリア」と「周辺エリア」の２つを設け、「駅前エリア」はブロック別部会を

設置し、「周辺エリア」は「準駅前エリア」と「周辺エリア」のエリア部会を設置す

る。 

 

「駅前エリア」と「周辺エリア」とのイメージ 

 

図 目安とする対象エリア 
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☑駅前エリアのブロック分け 

駅前エリアの地域特性等を考慮し、５つのブロック別部会（東・西・南・北・中

央）に分けて検討を行う。 

 
 

駅前エリア「ブロック」分けのイメージ  

 

 

図 対象エリアの区分 
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１－２ 対象エリアの特性 

 

駅
前
エ
リ
ア 

（１）ブロック別に地域特性（施設の立地･来訪者の状況､地下街の有無等）を考

慮し、具体的な対策を検討 

（２）各ブロックの役割や情報提供拠点（候補地）、ＩＣＴ等による情報発信 

を検討 

周
辺
エ
リ
ア 

（１）一斉帰宅を抑制※し、駅前エリアへ向かわないようにするための啓発等の 

対策を検討 

（２）「駅前エリア」の周辺を「準駅前エリア」として位置付け、情報提供拠点

の設置、ＩＣＴ等による情報発信など、駅前エリア事業所の負荷を少しで

も減らす対策を検討 

 

※  大阪府「事業所における「一斉帰宅の抑制」対策ガイドライン（平成３０年

９月）」を活用 

 

☑周辺エリアの役割  

・周辺エリアとして「駅前エリアの負担軽減」、「駅前エリアや準駅前エリアへの後

方支援」（特に「一斉帰宅の抑制の周知・徹底」、「情報提供拠点の運営」、「ＩＣＴ

等による情報発信」）に取り組んでいく。 

 

☑準駅前エリアの役割  

・周辺エリアとして「駅前エリアの負担軽減」、「駅前エリアへの後方支援」（特に「一

斉帰宅の抑制の周知・徹底」、「情報提供拠点の確保・運営」、「ＩＣＴ等による情

報発信」）に取り組んでいく上で、「駅前エリア」の周辺を「準駅前エリア」とし

て位置付け、周辺エリアの中でも重点的に駅前エリア事業所の負荷を減らす対策

を講じるエリアとする。 

 

☑各エリアの検討事項 

１．周辺で留める対策 

・「一斉帰宅の抑制の周知・徹底、情報提供拠点の運営、ＩＣＴ等による情報発信」

は、駅前エリアや準駅前エリアと同様に検討する。 

 

２．カウンターパート方式※による支援体制 

・駅前エリアのどのブロック（又は情報提供拠点）、準駅前エリアのどの事業所等（又

は情報提供拠点）をカウンターパートにするのか検討する。  
 

※ カウンターパートとは、「対等の立場にある相手」という意味であり、カウンターパート方式

とは、支援が必要となるブロック（又は情報提供拠点）に対して、ペアとなる事業所等（又は

情報提供拠点）を決め、その事業所等（または情報提供拠点）が責任をもって、継続的に担当

のブロック（又は情報提供拠点）への支援を行うという方式 

 

３．カウンターパート方式の具体化 

・カウンターパート方式による支援体制の検討を進め、一定の議論が進んだ上で、

カウンタ―パート同士の連絡・連携体制（人的支援含む）の具体化を図る。  
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１－２ 対象ブロックの特性 

・ 各ブロックの地域特性を考慮した具体的対策を、ブロック別部会にて検討するこ

ととし、各ブロックの役割として、考えられる対策を以下に示す。  

・ 尚、対策は地上部を優先し、地下街等については順次検討していく。 

 

※上記は事務局（案）であり、各ブロック別部会で検討し適宜修正していく。 

 

 

  

ブロック 各ブロックの役割として考えられる対策（案） 

東 
 中津方面・中崎方面から「中央ブロック」や「東ブロック内の駅周

辺（阪急大阪梅田、Osaka Metro 梅田）」への人の集中を防止 

西 
 福島方面・堂島方面から「中央ブロック」や「西ブロック内の駅周

辺（Osaka Metro 西梅田）」への人の集中を防止 

南 

 北新地方面・東梅田方面から「中央ブロック」や「南ブロック内の

駅周辺（Osaka Metro 西梅田・東梅田、阪神大阪梅田、ＪＲ北新

地）」への人の集中を防止 

北  大淀方面・中津方面から「中央ブロック」への人の集中を防止  

中央 

 最も人が集中しているブロックであることから、さらなる混乱を防

止するために、中央ブロックに人を近付けない対策（例：中央ブロ

ックの状況を発信する等）を検討 
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2． 大阪・梅田駅周辺地区の災害想定 

2－1  想定帰宅困難者数 

【本計画における帰宅困難者の整理（基本的な考え方）】 

○従業者等の滞留人口（屋内滞留者）：Ａ 約 15.3 万人 

⇒ 一斉帰宅の抑制が必要 

○外部来訪者の滞留人口（屋外滞留者）のうち徒歩帰宅不可能者：Ｂ 約 2.6 万人 

⇒ 一時滞在施設の確保が必要 

 

 

【想定手法】 

区 分 内 容 

想定の考え方 

○国土交通省の駅周辺滞留者数想定フローに基づいて想定した。  

○近畿圏パーソントリップ調査のデータを基に、対象駅周辺ゾーン※１に

おける平日の非居住滞留人口※２の推計を行い、来訪者の来訪目的によ

って、帰宅困難者になり得る人数を想定した。 

※1 駅を中心とする概ね半径 1km 圏内を設定。  

※2 対象駅周辺ゾーン内の居住者は含まない。  

○又、近畿圏パーソントリップ調査では動向が把握できない、近年増加

傾向にある外国人観光客等の人数や近畿圏外からの来訪者の人数を別

途想定し、反映した。 

○その他、国勢調査のデータを基に、経年変化を反映した。  

使用データ 

○近畿圏パーソントリップ調査（平成 22 年）／国土交通省 

○訪日外客数（平成 29 年）／日本政府観光局 

○来阪外客数の推移（平成 29 年）／大阪観光局 

○国勢調査（平成 22 年、平成 27 年）／総務省 

○各駅の乗車人数（平成 27 年）／大阪市 

○全国都市交通特性調査（平成 27 年）／国土交通省 

 

  



8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２-1 帰宅困難者数の算出フロー 

  

資料３ 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

大阪・梅田駅周辺の時間帯別の非居住滞留人口 

［対象駅 1km圏内］ 

大阪・梅田駅周辺の非居住滞留人口 

［平日・13時（ピーク時）］ 
約 20.7万人 

従業者等の滞留人口 

［目的：通勤、通学］ 

 約 14.5万人 

外部来訪者の滞留人口 

［目的：業務、自由］ 

 約 6.2万人 

従業者等の滞留人口 

 

約 15.3万人 

外部来訪者の滞留人口 

 
約 6.9 万人 

徒歩帰宅不可能者 

（約 2.6 万人） 

徒歩帰宅可能者 

（約 4.3 万人） 

A 

B C 



9 

 

第３章 大阪・梅田駅周辺地区の帰宅困難者対策 

1． 基本方針 

基本的な対策としては、各事業所において「一斉帰宅の抑制」※に取り組む中で、

帰宅困難者に関する計画（防災計画）の作成・啓発や連絡手段の確認（情報入手方法

の確保）、対応の準備（安全対策）を行うとともに、「帰宅困難者の安全確保」と「帰

宅困難者への情報提供」を駅周辺での混乱を防止する対策の基本とし、そのための

「帰宅困難者へのＩＣＴ（デジタルサイネージや大型ビジョンなど）等による情報発

信手段の確保と情報収集手段の情報提供（自助支援）」、「情報提供拠点の確保」と

「一時滞在施設の確保」に取り組む。 

 
※大阪府：事業所における「一斉帰宅の抑制」対策ガイドライン（平成３０年９月））  巻末参考資料参照  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（１）屋内滞留者の安全確保 

・施設内の従業員等、来所者、生徒等 ⇒ 施設内で安全確保（屋外へ出さない） 

・従業員等の滞留の目途  ⇒ 3 日間（屋外滞留者は「1 泊」を目途） 

 

 

（２）屋外滞留者の安全確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＩＣＴ等による情報発信や情報収集手段の周知  

・ＩＣＴ等の利用不能時の情報提供拠点での情報発信  

・一時滞在施設での受け入れ 

帰宅困難者の安全確保 

 屋外 屋内 

屋
外
滞
留
者 

情
報
提
供
拠
点 

身の安全確保後 

 

駅に向かう行動など  

 

受入可能確認後 

一
時
滞
在
施
設 

情報提供の支援 
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帰宅困難者対策の全体概要イメージ 

 

 

2． 事業者・行政・帰宅困難者の役割分担 

帰宅困難者への対応については、行政は被災市民の救援を行う中で、『公助』には

限界があるため、事業者等の『自助』『共助』による取り組みとともに、帰宅困難者

自身の『自助』、及び協力を含めた、連携した取り組みが必要である。 

 

表 事業者・行政・帰宅困難者の役割分担 

 取組内容 
駅周辺 

事業者 

施設 

管理者 

交通 

事業者 

帰宅 

困難者 
大阪市 

1 従業員や来所者の安全確保 ○ ○ ○ ○  

２ 一斉帰宅の抑制（待機）  ○ ○ ○ ○  

３ 交通機関の運行状況の提供    ○  ○ 

４ 〃     収集 ○ ○  ○ 〇 

５ 〃     伝達 ○ ○ ○ ○ ○ 

６ 災害情報等の提供      ○ 

７ 〃  収集 ○ ○ ○ ○ 〇 

８ 〃  伝達 ○ ○ ○ ○ ○ 
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3． 帰宅困難者対策 

３－１  帰宅困難者への情報提供 

屋内滞留者、屋外滞留者への情報提供は、以下のとおり取り組みます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※情報提供アプリについては巻末参考資料参照 

 

 

  

 

 

・ 屋内滞留者への一斉帰宅抑制の呼びかけを行う。 

 

・ 屋外の帰宅困難者が、自ら積極的に情報収集できるように、情報収集手段の周知や

情報提供を、駅周辺のデジタルサイネージやインターネットサイト、アプリなどＩ

ＣＴ等を活用して行う。 

又、情報提供拠点を開設し、情報提供を行う。 

 

・ 情報提供拠点を設置する場合は、協働運営とする。 

 

（１）屋内滞留者（従業員・来所者等）への情報提供 

＊各施設で情報収集・情報提供 

 

（２）屋外滞留者への情報提供 

＊ＩＣＴ等を活用した情報収集手段の周知や情報提供 

＊情報提供拠点を設置する場合、情報提供拠点で災害情報、交通情報、一時滞在施

設情報等を提供 

  

帰宅困難者への情報提供 
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鉄道事業者の基本的な帰宅困難者対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

（１） 運行の早期復旧 

輸送障害の発生時は、運行再開と早期の正常ダイヤへの復旧に取り組む 

（２） 鉄道利用者の安全確保 

鉄道利用者（お客様）の安全確保 ⇒ 施設内で安全確保などに取り組む 

 

 

 

ターミナル駅の混乱防止 

駅周辺の事業者 

鉄
道
利
用
者
（
お
客
様
） 

屋
内
滞
留
者 

 

屋
外
滞
留
者 

ICT 等による情報提供 

情報提供拠点 

一時滞在施設 

鉄道事業者 

一斉帰宅の抑制 

早 

期 

の 

運 

行 

再 

開 

運
行
再
開
見
込
等
情
報
発
信

  

一斉帰宅の抑制 

連携 

鉄道事業者の責務と役割 
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第４章 事前対策 

基本的な対策とする「一斉帰宅の抑制」、及び「帰宅困難者の安全確保」と「帰宅困

難者への情報提供」を行うために、次の方向性で帰宅困難者対策推進に取り組む。  

＊「一斉帰宅の抑制」の強化 

＊ＩＣＴ等を活用した帰宅困難者への情報提供の充実、共助による情報提供、及び

帰宅困難者自身の自助による情報入手 

＊一時滞在施設の確保、帰宅困難者自身による自助の促進 

 

1． 「一斉帰宅の抑制」に関する周知啓発の強化 

関西広域連合、大阪府、関係団体等と連携し、各事業所等における一斉帰宅抑制へ

の対応促進を図るための周知啓発を強化する。 

具体的には、P25 掲載の一斉帰宅抑制啓発リーフレット等を用いて自社従業員、及

びその家族に周知する。 

 

 

2． 帰宅困難者へのＩＣＴ等による情報発信手段の確保と周知啓発 

デジタルサイネージ等を活用した情報発信、「Osaka Safe Travels」や「おおさか

防災ネット」等、情報収集手段の周知、帰宅困難者自身による情報入手を促進する手

段の確保を進める。併せて、平時からその手段について周知啓発に取り組む。  

 

 

3． 情報提供拠点の確保 

「２．帰宅困難者へのＩＣＴ等による情報発信手段の確保と周知啓発」を大きな方

向性としながら、ＩＣＴ等が利用不能な状態下で共助による情報提供、及び帰宅困難

者自身の自助による情報入手を促すため、情報提供拠点の確保も進める。 

情報提供拠点は、事業所等の公開空地、もしくは公園などでの確保を進め、情報提

供拠点の確保にあたっては、施設所有者（又は管理者）と必要な協議を行い、大規模

災害時の運用等について協定、又は協定に代わるものを締結するものとする。  

 

 

4． 一時滞在施設の確保 

 一時滞在施設は、施設の屋内スペース等、雨露のしのげる場所で帰宅困難者の特性

（親和性）に応じた分類化を図り、確保を進める。  

又、帰宅困難者自らが安全確保し、適切な行動をとれるよう、「２．帰宅困難者への

ICT 等による情報発信手段の確保と周知啓発」においては、自らの滞在場所としての

宿泊施設等の検索や自らで一時滞在施設への移動ができるような手段の確保を進める。 
 

【一時滞在施設の具体例】 

⚫ ホール、会議室、ロビー、宴会場、食堂、立体駐車場、その他これらに類する

建築物の部分で、災害発生時に使用できる場所。 

⚫ 帰宅困難者の特性に応じた分類例については、主に外国人を含む観光等を目的

とした旅行者は宿泊施設で、業務や買い物等の目的での来訪者はオフィス、商

業施設などでの受け入れを予定。 
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  【一時滞在施設の位置図】 

⚫ 一時滞在施設の位置図は、P17、18、19「一時滞在施設位置図」に掲載。 

 

5． 明日、起こるかもしれない災害への対応 

帰宅困難者対策の推進にあたって、1～4 の取組みを進めるものとするが、取り組

みには解決すべき課題があるものもある。 

このため、明日、起こるかもしれない災害への対応として、協議会で提唱された次

のような「共助」に可能な限り取り組むこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

・ デジタルサイネージ（電子看板）等のＩＣＴを活用し、上記の情報提供などともあわ

せて、各情報を各事業所も可能な限り自らが発信して対応する。  

・ 情報は、NHK 災害情報とする。 

・ 大阪市が提供している「大阪市防災アプリ」や大阪府が提供する「おおさか防災ネッ

ト」、「Osaka Safe Travels」も活用する。 

  

情報提供拠点の確保・運営、ＩＣＴ等を活用した情報発信の実施 

 

 

・ 事業所は自助を基本として、事業所の周辺で困っている人などの受け入れ（道義的、

人道的見地）を各事業所で検討する。 

・ 外部の帰宅困難者（屋外滞留者）のために、例えば、１０％程度の量を余分に備蓄す

る。 

※「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策ガイドライン平成 27 年 3 月（内閣府）」

より 

一時滞在施設の確保・運営 

 

 

・ 帰宅困難者自身が情報収集できる手段を情報提供する。  

（「大阪市防災アプリ」、「おおさか防災ネット」、「Osaka Safe Travels」等） 

帰宅困難者への情報収集手段について情報提供 
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第５章 応急対策 

フェーズ１ 災害発生 フェーズ２ 避難行動 フェーズ３ 一時滞在施設での対応 

２つの対策事項「帰宅困難者の安全確保」と「帰宅困難者への情報提供」を行うた

めに必要となるＩＣＴ等による情報発信、「情報提供拠点」と「一時滞在施設」の運営

を応急対策として取り組む。 

 

1． 情報連絡体制 

大阪・梅田駅周辺地区帰宅困難者対策協議会への参加事業者が中心となり、各エリ

ア単位で駅周辺事業者の連絡網の整備等、災害時の情報連絡体制を構築する。  

  

 

 

2． 帰宅困難者へのＩＣＴ等による情報発信 

デジタルサイネージ等を活用して「Osaka Safe Travels」や「おおさか防災ネッ

ト」等、帰宅困難者自身による情報入手を促進する手段の周知を行う。 

 

  

 

情報連絡体制（事業者・行政の役割）のイメージ 
 
 

 

情報提供  

連携・情報共有  

連携・情報共有  

連携・情報共有  

連携・情報共有  

情報報告  

大阪市 

災害対策本部 

一時滞在施設 

■■ビル 

◇◇ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

●●ホール 

・ 

・ 

 

交通事業者 

情報提供拠点 

▲▲ビル前 

・ 

 

情報提供拠点  

■■会館前 

・ 

 

一時滞在施設 

■■ビル 

◇◇商事 

●●ホール 

・ 

・ 

 

情報提供  

区役所 

災害対策本部 

情報報告  

発信  

連携・情報共有  

一時滞在施

設開設情報  

確認  

確認  
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3． 情報提供拠点の運営 

・情報提供拠点は、災害情報や交通情報、一時滞在施設情報などの情報提供を行う。 

 

・尚、情報提供拠点の運営に関して必要な事項は、別に定める「情報提供拠点運営マ

ニュアル」によるものとする。 

 

4． 一時滞在施設の運営 

・一時滞在施設は、帰宅困難者（屋外滞留者）を一時的に受け入れる施設である。 

 

・尚、一時滞在施設の運営に関して必要な事項は、別に定める「一時滞在施設運営マ

ニュアル」によるものとする。 

 

 

第６章 帰宅行動 

フェーズ４ 帰宅行動 

大阪府「事業所における「一斉帰宅の抑制」対策ガイドライン」では、発災による

混乱が収まった後に帰宅を開始し、その目安としては３日間（７２時間）となってい

る。 

この３日間（７２時間）は、災害時の人命救助のリミットが 72 時間（3 日）と言

われていることや、帰宅困難者が二次災害に巻き込まれることを防止するために事業

所に留まる目安としている。 

帰宅行動では、「徒歩帰宅者への支援」「帰宅困難者等の搬送」の対策を想定してい

るが、その対応としては、関西広域連合が中心となり、国関係機関と放送・鉄道・バ

ス・船舶・旅行・コンビニ等、業界関係者との連携・協力のもと、帰宅支援に関する

協議会の立ち上げや、帰宅支援ガイドラインの策定などが進められている。  

今後、関西広域連合を中心とした関西圏における帰宅困難者の安全な帰宅を支援す

るための広域的な支援のあり方の検討内容と連携し、帰宅行動の対策を図る。 

 

 

第７章 今後の検討課題 

・情報提供拠点及び一時滞在施設の確保 

・情報提供拠点の協力事業者の確保 

・情報連絡体制（連絡網・連絡手段等）の整備 

・損害等への対応（法的責任の整理） 

・協議会会員以外への帰宅困難者対策の普及・啓発  等 
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（参考資料） 

参考１ 一時滞在施設位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

グランフロント大阪 

ハートンホテル北梅田  

ホテルビナリオ梅田  

ホテルグランヴィア大阪  

ハートンホテル西梅田  

イビス大阪梅田  

ザ・リッツ・カールトン大阪 

ホテルインターゲート大阪梅田  

ホテルエルセラーン大阪  

インターコンチネンタルホテル大阪  

リーガロイヤルホテル大阪  

真宗大谷派 横超山圓勝寺 

大阪YMCA 土佐堀会館  

一時滞在施設位置図（新御堂筋以西） 

●：主に外国人を含む観光等を目的とした旅行者を予定している施設 

★：業務や買い物等の目的での来訪者を予定している施設 
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一時滞在施設位置図（新御堂筋以東） 

大阪東急 REI ホテル 

高野山真言宗  
準別格本山  
太融寺 

帝国ホテル大阪  

ボートピア梅田  

大阪キャッスルホテル 

延田グループ 
１２３+Ｎ大阪本店  

OAPタワー 

日本基督教団 天満教会 

日本基督教団  
東梅田教会 

●：主に外国人を含む観光等を目的とした旅行者を予定している施設 

★：業務や買い物等の目的での来訪者を予定している施設 
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主に外国人を含む観光等を目的とした旅行者を予定している施設 

施設名称 所在地 

ホテルインターゲート大阪梅田 大阪市北区梅田２丁目５番２号 

ザ・リッツ・カールトン大阪 大阪市北区梅田２丁目５番２５号 

ホテルグランヴィア大阪 大阪市北区梅田３丁目１番１号 

ハートンホテル西梅田 大阪市北区梅田３丁目３番５５号 

インターコンチネンタルホテル大阪 大阪市北区大深町３番６０号グランフロント大阪北館タワー 

イビス大阪梅田 大阪市北区小松原町１番５号 

帝国ホテル大阪 大阪市北区天満橋１丁目８番５０号 

ホテルエルセラーン大阪 大阪市北区堂島１丁目５番２５号 

大阪東急ＲＥＩホテル 大阪市北区堂山町２番１号 

ホテルビナリオ梅田 大阪市北区豊崎３丁目９番１号 

ハートンホテル北梅田 大阪市北区豊崎３丁目１２番１０号 

リーガロイヤルホテル大阪 大阪市北区中之島５丁目３番６８号 

大阪キャッスルホテル 大阪市中央区天満橋京町１番１号 

 

業務や買い物等の目的での来訪者を予定している施設 

施設名称 所在地 

グランフロント大阪 
大阪市北区大深町４番２０号 

大阪市北区大深町３番１号 

真宗大谷派 横超山圓勝寺 大阪市北区大淀南２丁目７番４号 

ボートピア梅田 大阪市北区堂山町１８番８号 

延田グループ 123＋Ｎ大阪本店 大阪市北区兎我野町１６番１１号 

高野山真言宗 準別格本山 太融寺 大阪市北区太融寺町３番７号 

OAPタワー 大阪市北区天満橋１丁目８番３０号 

日本基督教団 天満教会 大阪市北区天神西町４番１５号 

日本基督教団 東梅田教会 大阪市北区野崎町９番６号 

大阪YMCA 土佐堀会館 大阪市西区土佐堀１丁目５番６号 

 

 

 

 

 

 

  

一時滞在施設一覧 
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参考２ 大阪府チラシ 
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参考３ 情報提供アプリ等 

■情報提供アプリ等の情報提供内容比較一覧 

情報提供内容 大阪市防災アプリ おおさか防災ネット 
大阪府災害多言語情報アプリ 

（Osaka Safe Travels） 

媒体 アプリ インターネット アプリ・インターネット 

災害情報 ○ 

おおさか防災ネット 

へリンク 

○ ○ NHK WORLD JAPANへリンク 

避難情報 ○ ○ 

鉄道運行情報 ○ ○ 

道路情報 ○ ○ おおさか防災ネット

へリンク 

空港情報 ○ ○ 

避難場所検索 ○ ※1 ○ ○ 

避難所開設情報 ○ 〇 ※2 ○  おおさか防災ネット

へリンク 

帰宅困難者受入

れ一時滞在施設

情報 

〇 × ○ 

多言語対応状況 4 言語対応 ※3 4 言語対応 ※3 12 言語対応 ※4 

※1 避難経路も表示可能 

※2 防災情報メール登録の場合は、配信される 

※3 日本語、英語、中国語簡体、韓国語 

※4 日本語、英語、中国語簡体、中国語繫体、韓国語、ポルトガル語、スペイン語 

   ベトナム語、フィリピン語、タイ語、インドネシア語、ネパール語 

■各情報提供アプリ等の紹介 

おおさか防災ネット 

https://www.osaka-bousai.net/index.html 
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大阪市防災アプリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府災害多言語情報アプリ（Osaka Safe Travels） 

 

・土地勘のない外国人旅行者にも分かりやすいよう、マップやＧＰＳを活用し、避難場所

や鉄道運行情報を表示します。 

https://www.osakasafetravels.com/ 
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大阪市公式 LINE アカウント 

・災害時等の情報発信の強化に向け、このアカウントでは、災害時の緊急情報のほか、イ

ベント情報や生活に役立つ情報なども定期的に発信します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪市危機管理室公式 Twitter（ツイッター） 

・大阪市内での防災情報や災害時情報を配信 

します。 

・帰宅困難者対策（一斉帰宅の抑制等）の呼 

びかけも行います。 

大阪市危機管理室認証済み 

アカウント @kikikan_osaka  

 

 

 

※広く知っていただくことを目的とし、特定の 

ユーザー方への発信・返信は行いません。 

 

 

 

  

https://twitter.com/kikikan_osaka
https://twitter.com/kikikan_osaka
https://twitter.com/help/verified
https://twitter.com/kikikan_osaka
https://twitter.com/kikikan_osaka
https://twitter.com/kikikan_osaka
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参考４ 一斉帰宅抑制啓発リーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


